
事業費計 円 2,588,494 3,361,479 3,497,148

円

一般財源 円 2,588,494 3,361,479 3,497,148

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 教育委員会運営事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　教育行政の諸課題に対応するため、教育委員会委員の活動に伴う事務を行う。

【事業の現状】
　令和６年度に実施した主な事務は、次のとおり。
　・教育委員会会議の開催（定例会12回：毎月、臨時会５回：随時）及び議事録のホームページ上への公開
　・教育委員会委員による中学校生徒会との意見交換会の開催
　・保護者等との意見交換会、研修会等への出席
　・教育長秘書業務
　・他町教育委員会委員との連携

【今後の方向性等】
　平成27年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正による教育委員会制度改革の趣旨に則り、引
き続き活性化や透明化に努めるため、引き続き議事録の公開を行うとともに、本町の教育行政の推進や充実、教
育課題に対応するため、先進事例研修（2025年度は道外）を実施する。
　感染症拡大の影響を受けてオンライン方式で実施した教育委員会と中学校生徒会との意見交換会は、令和６
年度から対面での開催手法に変更し実施している。

【その他（事務事業統廃合）】
　2025年度から「学校記念式典支援事業」を統合した。2026年度予算に芽室西小学校の記念式典支援に係る予
算400,000円を上乗せし計上している。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

3,225,000

3,225,000

3,625,000

3,625,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



623,000

623,000

623,000

623,000

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 教育委員会事務局運営事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　教育委員会の方針や決定の下に、具体の教育行政に係る事務執行に当たる職員の管理運営等に伴う事務を
行う。

【事業の現状】
　令和６年度に実施した主な事務は、次のとおり。
　・事務局職員の任免その他人事全般
　・事務局一般経費の執行
　・その他内部調整事務

【今後の方向性等】
　必要経費の精査を行いつつ、事業を継続する。
　本町の教育行政の推進や充実、教育課題に対応するため、先進事例研修（2025年度は道外）実施する。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円 253,425

一般財源 円 3,022,566 415,949 385,832

事業費計 円 3,275,991 415,949 385,832

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



74,000

8,701,000

5,700,000

0

国・道支出金 3,051,000 15,899,000 4,035,000 2,927,000

円 6,000,000 31,300,000 7,800,000

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 小学校施設維持管理事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　「芽室町立小中学校配置計画（H30策定）」に基づき設置する、町内４小学校の管理運営や、「芽室町学校施設
等長寿命化計画（R2策定）」に基づき、町内小学校の施設維持管理に係る事務を行う。

【事業の現状】
　・平成21年度の工事により小学校の耐震化率100％達成
　・平成23年度からは太陽光発電パネルの設置、児童の生活スタイルの変化からトイレ洋式化実施
　・令和元年度には、施設老朽化に対応するため学校施設等長寿命化計画を策定

【事業の課題】
　多様な児童が学校で安全に日常生活を過ごせる対策のほか、GIGAスクールや教育DXの推進、ゼロカーボン
の取り組みを踏まながら、各校のニーズを捉えた維持管理を進める必要がある。

【その他（事務事業統廃合）】
　　2025年度に小学校管理運営事業に統合した。
　  ※2025年度の事業費については、上美生小学校ボイラー改修工事ーR6繰越分を記載

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約 GIGAスクール推進と小中学校30人学級の実現

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円 2,884,932 933,098 5,397,680

一般財源 円 78,043,498 89,154,229 96,585,110

事業費計 円 89,979,430 137,286,327 113,817,790

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



-224,000

2,172,000

2,396,000 2,396,000

-224,000

2,172,000

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 教員住宅管理事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　転勤のある教職員に対し、安定的な居住先を確保し円滑な人事配置を実現するため、また、福利厚生の観点
から設置する教職員住宅について、「芽室町教員住宅の在り方基本計画（R5年度改正）」に基づき維持管理を行
う。

【事業の課題等】
　教職員住宅の老朽化の進行や、道路環境の充実や教職員の住環境変化に伴い、教員住宅の需要が低下して
いる。また、緊急時対応の整備状況の踏まえ、一定の条件を満たす場合は学校管理職の居住要件を見直した。
令和５年度から計画空家とした旧麻生町教員住宅（戸建住宅）９棟は、都市経営課に所管替えした。

【今後の方向性等】
　次期「芽室町立小中学校配置計画」が2026年度に策定されることから、建物の長寿命化と統廃合等を具体的に
検討していく時期に差し掛かってことから、今後の動向を踏まえて具体的な方針を定めていく。
　「芽室町公共施設等総合管理計画」や「教員住宅の在り方基本方針」に基づき、維持管理を継続している。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円 2,886,253 2,493,720

一般財源 円 0 6,995,716 -604,166

事業費計 円 9,881,969 1,889,554

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



101,372,000

109,514,000

8,142,000 8,142,000

101,372,000

109,514,000

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 小学校管理運営事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び北海道、当町の例規等に基づく芽室町立学校教職員の服務
監督に係る事務を執行する。。
　「芽室町立小中学校配置計画（H30策定）」に基づき設置している、町内４小学校の管理運営や教育の充実を
図っているほか、「芽室町学校施設等長寿命化計画（R2策定）」に基づき、町内小学校の施設維持管理に係る事
務を行う。

【事業の現状】
　管理運営に係る予算の大部分は、学校への配分予算となっている。
　施設維持管理の状況は次のとおり。
　・平成21年度の工事により小学校の耐震化率100％達成
　・平成23年度からは太陽光発電パネルの設置、児童の生活スタイルの変化からトイレ洋式化実施
　・令和元年度には、施設老朽化に対応するため学校施設等長寿命化計画を策定

【事業の課題】
　多様な児童が学校で安全に日常生活を過ごせる対策のほか、GIGAスクールや教育DXの推進、ゼロカーボン
の取り組みを踏まながら、各校のニーズを捉えた維持管理を進める必要がある。
　児童数は減少傾向である一方、GIGAスクールの運営や30人以下学級の実施、ニーズの多様化等、教育を取り
巻く環境が変化する中で、財源の確保が課題となっている。
　また、予算の執行件数が膨大であり、支出処理に費やす時間が大きいことも課題である。令和５年度から、RPA
を活用し一定の業務効率化がなされたが、抜本的な解決には至っていない。

【今後の方向性等】
　関連する法令や計画等に基づき、児童が安全で快適な学校の管理運営を図る。また、適切な予算執行、必要
な予算確保に努める。

【課題の解決方法】
　支出処理については、DX担当者からの情報交換等を図り、業務の効率化を進めていく。また、処理手順を改め
て見直した上で、引き続き効率的・効果的な手法について検討する。

【その他（事務事業統合）】
　2025年度から「小学校施設維持管理事業」を統合したことから、学校の修繕等に係る経費を計上しいる。
　※2025年度には、芽室小学校屋外トイレ実施設計、上美生小学校給水ポンプ改修工事等を実施する。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円 596,160 398,516 422,951

一般財源 円 14,963,810 15,001,513 15,459,226

事業費計 円 15,559,970 15,400,029 15,882,177

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 304,089,793 101,068,390 85,363,251

円 1,676,232 151,220 10,257,053

一般財源 円 70,116,561 68,490,170 66,937,198

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約 GIGAスクール推進と小中学校30人学級の実現

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 中学校施設維持管理事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　「芽室町立小中学校配置計画（H30策定）」に基づき設置する、町内3中学校の管理運営や、「芽室町学校施設
等長寿命化計画（R2策定）」に基づき、町内小学校の施設維持管理に係る事務を行う。

【事業の現状】
　・平成18年度の工事により、中学校の耐震化率が100％達成
　・平成21年度からは太陽光発電パネルの設置、生徒の生活スタイルの変化からトイレ洋式化実施
　・令和元年度には、各施設は老朽化に対応するため学校施設等長寿命化計画を策定

【事業の課題】
　多様な生徒が学校で安全に日常生活を過ごせるような対策のほか、GIGAスクールやDX、ゼロカーボンなどを
踏まえるとともに各校のニーズを捉えた改修計画を立案していく必要がある。

【その他（事務事業統廃合）】
　2025年度に中学校管理運営事業に統合した。
　※2025年度の事業費は芽室西中学校煙突断熱材石綿対策工事ーR6繰越分を記載

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金 45,797,000 10,927,000 2,769,000 13,339,000

円 186,500,000 21,500,000 5,400,000

円

その他(使用料等)

83,000

39,622,000

26,200,000

0

0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 14,742,658 14,733,848 15,882,177

円 599,261 398,537 434,343

一般財源 円 14,143,397 14,335,311 15,447,834

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 中学校管理運営事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び北海道、当町の例規等に基づく芽室町立学校教職員の服務
監督、学校管理・教育の充実のための学校管理経費の執行する。
　「芽室町立小中学校配置計画（H30策定）」に基づき設置している、町内３中学校の管理運営や教育の充実を
図っているほか、「芽室町学校施設等長寿命化計画（R2策定）」に基づき、町内小学校の施設維持管理に係る事
務を行う。

【事業の現状】
　予算の大部分は学校への配分予算となっている。
　施設維持管理の状況は次のとおり。
　・平成18年度の工事により、中学校の耐震化率が100％達成
　・平成21年度からは太陽光発電パネルの設置、生徒の生活スタイルの変化からトイレ洋式化実施
　・令和元年度には、各施設は老朽化に対応するため学校施設等長寿命化計画を策定

【事業の課題】
　多様な生徒が学校で安全に日常生活を過ごせるような対策のほか、GIGAスクールやDX、ゼロカーボンなどを
踏まえるとともに各校のニーズを捉えた改修計画を立案していく必要がある。
　生徒数は減少傾向である一方、GIGAスクールの運営や30人以下学級の実施など、教育を取り巻く環境が変化
する中で、財源の確保が課題となっている。
　また、予算の執行件数が膨大であり、支出処理に費やす時間が大きいことも課題である。令和５年度から、RPA
を活用し一定の業務効率化がなされたが、抜本的な解決には至っていない。DX担当者からの情報等を含め、業
務の効率化を進めていく。

【今後の方向性等】
　関連する法令や計画等に基づき、生徒が安全で快適な学校の管理運営を図る。また、適切な予算執行、必要
な予算確保に努める。

【課題の解決方法】
　　支出処理については、DX担当者からの情報交換等を図り、業務の効率化を進めていく。また、処理手順を改
めて見直した上で引き続き効率的・効果的な手法について検討する。

【その他（事務事業統合）】
　2025年度から中学校施設維持管理事業を統合したことから、学校の修繕等に係る経費を計上している。
　※2025年度には、芽室西中学校外灯改修工事及び芽室西中学校煙突断熱材石綿対策工事等を実施する。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

74,714,000

77,302,000

2,588,000 2,588,000

74,714,000

77,302,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 4,202,257 15,755,928 14,911,005

円 554,251 7,649,220 1,696,906

一般財源 円 3,648,006 8,106,708 13,214,099

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 上美生地区山村留学推進事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　「芽室町ふるさと交流センター設置及び管理条例」に基づき設置している「芽室町ふるさと交流センター」の維持
及び管理と、同施設の運営を委託により実施する。また、山村留学生の募集等を行う地元組織への支援等、山
村留学事業を推進する。
　平成７年11月の上美生地区山村留学推進協議会設立を契機として、複式学級の解消を目的に、平成9年度か
ら受入れを開始している。

【事業の現状】
　町が実施する事業は次のとおり。
　・上美生地区山村留学推進協議会に対する補助
　・ふるさと交流センター（やまなみ）の維持管理及び運営の委託
　・親子留学用住宅の維持管理の実施

【事業の課題】
　本町における山村留学は、毎年度一定数の受入を継続している状況にあるが、全国的には山村留学の活動規
模は縮小傾向である。

【今後の方向性等】
　管理する施設について、山村留学生に事故や生活への影響が生じないよう、適切に維持管理を継続していく。
　次期「芽室町立小中学校配置計画（2026策定予定）」と関連して、上美生小・中学校については児童・生徒数の
減少に伴い、今後、学校の配置基準を満たさなくなる可能性がある。
　「ふるさと交流センター」「親子留学用住宅」とも、築年数の経過とともに老朽化も進んでおり、関連計画の動向
を踏まえながら効果的な改修を実施していく。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

7,561,000

16,468,000

8,907,000 8,907,000

7,561,000

16,468,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 1,500,000 1,500,000 1,500,000

円

一般財源 円 1,500,000 1,500,000 1,500,000

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 白樺学園高校運営支援事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　「私立学校法人助成条例」及び「私立学校法人助成条例施行規則」に基づき、私立学校教育振興のために支援
する。

【事業の現状】
　私立学校教育の振興上必要と認める場合は、生徒の教育及び教職員が行う研究に直接必要な機械器具若しく
は備品、図書又は消耗品の購入に対し、る補助金を交付している。

【その他（事務事業統合）】
　2025年度に各種協議会等参画・支援事業（新規）に統合した。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

0

0

0

0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 0 0 0

円

一般財源 円 0 0 0

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 教職員組合対応事務
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要等】
　必要に応じ、教職員団体と対応を行うもの。

【事業の現状】
　北海道教職員組合芽室支会との協議を行っている。（年2～3回）

【その他（事務事業統合】
　2025年度に「教育委員会事務局運営事業」へ統合した。単独の事業として運営する必要性が低いことが統合し
た理由である。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

0

0

0

0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



0

0

0

0

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 学校管理者会参画事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　小中学校の校長及び教頭の資質向上を図るため、学校管理者会への補助金を交付する。

【事業の現状】
　・校長会議・教頭会議の開催
　　 教育委員会と合同で毎月1回会議を開催し、学校経営の向上と情報共有を図っている。
　・学校管理者会への研修補助
　　 校長・教頭のマネジメント能力向上のための研修事業に対し、その母体組織となる学校管理者会に補助を
　　行っている。

【事業の課題】
　学校を取り巻く環境が常に変化しており、常に的確な対応が求められる。

【その他（事務事業統合）】
　2025年度に各種協議会等参画・支援事業（新規）に統合した。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円

一般財源 円 250,000 250,000 250,000

事業費計 円 250,000 250,000 250,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



0

0

0

0

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 学校記念式典支援事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　小中学校の開校周年記念事業実施に対し、助成を行う。

【事業の現状】
　対象年数は20、30、50、70、100の各年とし、100年以降については都度協議としている。

【その他（事務事業統合）】
　2025年度に教育委員会運営事業に統合した。

【その他（今後の予定）】
　令和８年度　芽室西小学校　50周年式典
　※50周年は令和７年度であるが、記念式典は令和８年度に行うとのことで学校と整理している。（助成額は
　　400,000円を想定）今後の予算計上は、教育委員会運営事業で計上。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

円

一般財源 円 0 400,000 0

事業費計 円 0 400,000 0

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 231,000 0 0

円

一般財源 円 231,000 0 0

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 教育振興基本計画策定事務
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　教育基本法第17条第２項の規定に基づく、地方公共団体における教育の振興に関する基本的な計画を定める
もの。本町の実情に応じ、本町における教育の振興のための施策に関する基本的な計画として策定する。

【事業の現状】
　法に基づき本町は平成30年度に教育振興計画を策定し、令和４年度に第2期計画を策定した。
　今後の芽室町教育の目標や方向性を明らかにし、教育に関する施策を総合的・体系的に進めていく基本計画
を策定した。

【事業の課題】
　現行計画の終期は令和８年度であることから、第３期計画を策定する必要がある。
　

【今後の方向性】
　次期計画の策定に当たっては、現行計画に基づきこれまでの芽室町が取り組みを進めてきた教育施策を引継
ぎ推進し、さらに充実させる。
　また、今後の芽室町教育の目標や方向性を明らかにするとともに、施策の方向性（成果指標）を把握・検証し、
教育に関する施策を総合的・体系的に進めていく。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

0

0

231,000

231,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 0 0 0

円

一般財源 円 0 0 0

教育総務係

2025 年度　（ 2024 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2-1-1

町長公約

2023年度 2024年度 2025年度

事
業
費

事務事業名 各種協議会等参画・支援事業
所属
部門 教育推進課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

・白樺学園高校補助金
　【事業の概要】
　　　「私立学校法人助成条例」及び「私立学校法人助成条例施行規則」に基づき、私立学校教育振興のため
　　　に支援する。
　【事業の現状】
　　　私立学校教育の振興上必要と認める場合は、生徒の教育及び教職員が行う研究に直接必要な機械器
　　　具若しくは備品、図書又は消耗品の購入に対し、る補助金を交付している。

・学校管理者会補助金
　【事業の概要】
　　　小中学校の校長及び教頭の資質向上を図るため、学校管理者会への補助金を交付する。
　【事業の現状】
　　・校長会議・教頭会議の開催
　　　 教育委員会と合同で毎月1回会議を開催し、学校経営の向上と情報共有を図っている。
　　・学校管理者会への研修補助
　　　 校長・教頭のマネジメント能力向上のための研修事業に対し、その母体組織となる学校管理者会に補助を
　　行っている。。
　【事業の課題】
　　学校を取り巻く環境が常に変化しており、常に的確な対応が求められる。

【今後の方向性】
　2025年度から「白樺学園高等学校運営支援事業」、「学校管理者会参画事業」を新規事務事業として「各種協議
会等参画・支援事業」として統合した。また、令和６年度に「教育委員会運営事業」で予算計上していた、諸会合
負担金も本事業に移し管理することとした。

〔2025年度及び2026年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2026年度

国・道支出金

円

円

その他(使用料等)

2,643,000

2,643,000

2,643,000

2,643,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない


